
 

Instructions for use

Title エリア･マーケティングにおける一視点:所得,消費支出格差の地域間比較

Author(s) 黒田, 重雄

Citation 經濟學研究, 39(2), 26-39

Issue Date 1989-09

Doc URL http://hdl.handle.net/2115/31824

Type bulletin (article)

File Information 39(2)_P26-39.pdf

Hokkaido University Collection of Scholarly and Academic Papers : HUSCAP

https://eprints.lib.hokudai.ac.jp/dspace/about.en.jsp


経 済学研究 39-2
北海道大学 1989.9 

エリア・マーケテイングにおけるー視点、

一一所得，消費支出格差の地域間比較一一一

黒田重雄

I. 消費者意識や行動把握の今日的重要性

現代のマーケティング理念は， I消費者志向

(consumer oriented)Jであるが，古くから企

業経営者はその時々の消費者の意識や行動の動

向に注意を払ってきた。

ところで，今日の我が国の市場特性は消費者

欲求の多様化にあるといわれている。これは，

人々の生活価値観が， これまでの使用価値，所

有価値にかわって固有価値を尊重するようにな

ってきたことと対応している。すなわち，他人

に左右される(依存効果ともいう)ことなく，

自己の趣味，噌好を大事にするとか， 自分だけ

のライフ・スタイルをもち自分だけの空聞を楽

しむとか， という個性化時代に入ったからであ

る。

こうして，商品を提供する企業側もこの消費

者変化状況に対応すべく，製品差別化や市場細

分化などによるいっそうきめ細かな戦略をとる

ことを余儀なくされている。

こうした中で，地域毎の人々の意識や行動の

特性に注目し，それにマーケティングを展開す

るいわゆるエリア・マーケティングも重視され

てきている。

一方で， Iすべてが変わりはじめたJ[1 J中

で，今日の日本国民の消費生活に対する関心も

「量的生活」より「質的生活Jに移行してきた

といわれる。働き過ぎでやってきた人々も円高

の進行とも相まって先進国中最も高い一人当た

り国民総生産を得たことを知って， もう少し

「ゆとりある豊かな生活」を考えはじめたから

であるという。

そうした状況を察知して，労働時間の短縮と

自己実現欲求の実践が叫ばれている。

しかし， このような見方とは別に，国民の聞

には「不満足感」も拡がりつつあると L寸分析

もでできている [2J。すなわち，モノの充足が

行きわたっていく一方で，心の充足感の方が年

令階層によって程度の差こそあれ，次第に低下

しているらしし、。

さらに， I格差感JI不平等感」もでていると

いう説も有力である。先進国中最も平等化した

国であるというデータとは裏腹に「ゆとり」ど

ころではないという声が大きくなってきている

ということであろう。

こうした声を受ける形で，国の白書類では，

その実態を明らかにしようとしている。

すなわち，経済企画庁「昭和63年度国民選好

度調査J[3 Jによると，

@.国民の中流意識をもっ人は，確実に減少

傾向にある。昭和62年に 5人に4人の割合だ

ったものが，昭和63年には4人に 3人にダウ

ンしている。また， 10年前と比べ高所得と低

所得の格差が「拡大したJIどちらかといえば

拡大した」と感じている人の合計は， 56.1%， 

「縮小したJIどちらかといえば縮小したJの

13.3%を大きく上まわった。

⑥.格差の拡大感の強いのは(複数回答)， 

「所得，収入J(60.0%)，乗用車，家具など

「耐久消費財の保有J(57.3%)，財蓄や株式
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などの「金融資産保有J(54.6%)である。

①.格差の生ずる原因について多かったのは

「地価の高騰JI東京への集中JI人口の高令

化JI株価の上昇」などであった。

④.格差の是正に必要なものとしでは「物価

の安定JI税制改革JI社会保障の充実」など

があげられている。

こうした点，経済企画庁「国民生活白書J[4J 

では，いろいろな尺度における格差の実態を解

明しており，これは後節で検討される。所得レ

ベルの上昇，所得の平等化，生活様式の画一化

を追求した高度成長が去った今，国レベルでの

国民の聞の格差感，不平等感の存在ないし，各

種尺度による格差の実態解明は，今後の国民生

活にかかわる国策の中心テーマとなる勢いであ

る。

ところで，以上のような「格差感の有無J，I格

差と平等の関係J， また「格差とは何か」とい

った問題がどう決着つくかにかかわらず，国民

ないし消費者が「格差」をいやがうえにも意識

し，それが消費生活に多大の影響を及ぼしてい

るのであれば，企業が消費者志向に立脚する以

上，マーケティング戦略の中に積極的にとり入

れるべきであるのは言うまでもないであろう。

本稿は，こうしたわが国の「格差」の実態を

踏まえ，その上に「地域Jの軸を重ねてみるこ

とが目的である。

Il消費の影響要因としての所得格差

こうした実態面からのみならず，消費の理論

面から所得格差を意識した検討は， これまでも

各種社会科学の分野で研究されてきている。例

えば，経済学では，消費関数論にあらわれてい

るし，マーケティングでもマーケ γ ト・セグメン

テーションの中で強調されている。いずれも，

消費あるいは消費費目に影響を及ぼす社会経済

的要因として，年令，職業，性別，世帯構成員

数，貯蓄(資産)，ライフ・サイクル，自動車保

有，地域的環境等々と並んで所得階層別を考え

ている。ただ， これまではどちらかというと高

所得層は，高級品，専門品の割合が高いとか，

低所得層は日用雑貨品に偏するといった大づか

みの分析が多かった。

今日，格差が強調され，それがマーケティン

グにとってより重要と L、う意味は， よりきめ細

かし、消費内容にさかのぼった製品別の分析が最

重要課題のーっとなりつつあるということであ

る。

こうした消費における格差要因を意識するこ

との重要性をより考えせしめたものは，小沢田]

である。総務庁統計局「全国消費実態調査」等

によって，金融資産残高が，所得や都市規模よ

り消費支出額や購買単価に密接に関連している

という分析結果であった。こうして消費市場を

考えるニューコンセプトとして金融資産格差を

強調するものとなった。

時あたかも，格差感を意識せずにおかない状

況とも相まって，この説は大きくクローズア γ

プしている。

しかし，一方で、，三大都市閤を中心として土

地，住宅の高騰もあり，消費への影響を重視す

る考え方もあらわれた。

すなわち，新保 [6Jによれば，消費性向関

数の推定において，正味資産の可処分所得に対

する比率はきわめて有意にきいており，正味資

産を使った方が，金融資産のみの正味資産を使

った場合よりも，有意性が高かった， とL、う。

こうした資産重視の論点に対し，坂井 [7J

は，家計の側の構造変化に注目する。

すなわち， 1970年代後半あたりから家計格差

の拡大は始まり， I格差の時代」の再来の印象

を与えているが，今日では従来のような無産階

級と有産階級の対立というような図式をむし返

すだけでは十分でない実態が生まれていると考

える。それは， これまでの分析では， どちらか

というと所得，資産などのいわば分配面の格差

から家計消費を説明してきたが，支出面での格

差拡大にも注目すべき点がでできているからで

あるという。
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そして消費格差拡大の理由として，以下の諸

点をとりあげている。

@.家族構造の変化に伴って起っている。近

年夫婦のみ世帯，核家族世帯などの小規模家

計が増大傾向にあり， しかもこの小規模家計

ほど，家計間消費格差が大'きいという。小規

模家計ほど異質で、バラバラな集団になりやす

L 、。

⑥.家計支出の内部変化がある。現代の家計

では，教養娯楽費・教育費・被服費などのい

わゆるサービス支出，選択的支出とよばれて

いる支出割合が年々増大傾向にあるが， これ

らの支出項目で家計間格差が大きL、。したが

ってこうした支出が増えれば増えるほど全体

として消費格差も拡大する。

①.このようなサーピス，選択的消費支出の

割合の比較的高いのが，単身者，夫婦のみ世

帯などの小規模家計である。すなわち，家計

の構成人数，子供や老令者の有無，就業人数

などが異なれば，たとえ，所得，資産が同水

準であっても家計支出の示すパターンは呉な

るのである。

こうして，もし今後もこのような「家計の

小規模化Jと「家計のサービス化，選択的消費

化」とよべるような家計構造の変化が続くなら

ば，家計間格差はより一層拡大するであろうと，

述べている。

以上より明らかなように消費格差は単純な図

式ではなく，分配面，支出面の諸要素がからみ

合って生みだされていることが想像される。

III.エリア・マーケティングにおける格

差要因導入

以上のような全国レベルの格差を意識した考

え方や分析も重要で、あるが，マーケティングと

しては， この外に地域の要素を加味する必要性

もでできている。

それは格差の実感に地域差がある [8Jから

である。例えば，前出の 163年度国民生活選好

度調査」では東京と地方のどちらかが豊かな生

活をしているかについて 1東京の方が豊か」

(48.7%) 1地方の方が豊かJ(50.6%) となっ

ている(なお，白書類では，地域別に関する実

態面の報告は詳しくなされていない)。 いま一

つは，和田等 [9Jによってなされたものであ

り， 日本百貨居協会加盟の 176社の月次の売上

高を全国平均，東京都，地方地区(北海道，東

北，四国，中国，九州、|の 5地区)に分けて売上

高の推移をみたとき，基本的に，地域間格差が

でてきたことを示唆している。

こうして，地域別の不平等感，格差感をさぐ

ってみる必要性を感ずるのである。

マーケティングにおいて，地域を意識するこ

とは，マーケット・セグメンテーションにおけ

る社会経済的変数としての地域特性に関連する

が，地域を強く意識した戦略をとるときに，エ

リア・マーケティング (areamar̂keting) と

なる。

エリア・マーケティングの基本は，室井口OJ
によればあるエリアをその企業の環境 (areal

environment) として認知し， その中で， 4P

(Product， Price， Place， Promotion)などを

実践することとある。

また，村田等口1]は，企業がマーケット・

エリアを重要視する(あるいは， しなければな

らなし、)理由を以下の 3点にまとめている。

@ 消費者は空間的に拡散している。

⑥ 企業(競争者も含めて)も空間の一点な

いし数点に拡散立地している。

@ 消費者主企業との聞に空間的流通システ

ムが存在し， これを介在してのみ企業と消費

者とが接触しえる。

こうした企業のエリアないし，地域別戦略の

意識は，マーケティングにおけるマーケット・

セグメンテーション(市場分割)のー尺度とし

てもとりあげられてきた。

すなわち， G. L.アーパン等口2J による

と市場を把握する場合，消費者群の識別を行う
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ことが重要であるが，その擦，識別のため

準と尺度に対して人口統計学的および社会経済

的要国としての年令別， 所得誤， 建別， 職業

別， ライフ・サイグノレ君11などとならんで，地域

部(居住地別)をあげている。

もとより，ここでのおリア (area)とは，

体的に援定された空間上で、海行為の行・なわれる

小売務聞ないし，商勢重量 (tradearea)といっ

たものだけにかぎられなし、。

鰐えば，商醤設におけるコニヲアとは，

的地域の意味であり，地域のも

的なもので連続している地域の広がりを指す場

合が多い。

しかし，ここで意識されているエ担アは，諾

濁上に出現するあらゆる企業に関連している。

すなわち製議業，卸間態，小売業，運送業，

持に地方，都道府思，$域開，市町村，ある特

定地域といったニc.!Jア したマーケティン

iきれる。ること

従来より，エヲア・マーケティングは，人々

の製品に対する遜好や口イヤノレティが地域によ

って綜達することに着8いそれに対し，きめ

懇かいγ ーケティング戦略合意図するものであ

った。

特に我が額は， 自然環境や社会経済的基苦闘の

みならず意識の上でも研都道府県加に「県民性 i

が明確にあらわれる江幻ことから手マーケデ

ィング政策としては，ことさら重要なポイント

となってきている。

こうした状況の上に，現代の様々の環境変化

が新しし いし

だしつつあることは確かで、ある。

こうした動向が，一つのとL リア内の務費者群

に如何なる変fとをもたら Lている〈あるいはも

たらしつつある)か在検嵩ずることは，それが

喪主士製品ブランドにE支援はねかえってくること

に重嬰となろう。

こここで、は，その新しい欝向として前述の「各

をとりあげ，そこにあるエヲア変重ね

てみることとしたい。

すなわち，従来からエ翌ア・?ーケディング

の地域特性招握の基本的要素は前述のごとく，

資産，職業，控訴などであるが，

しい饗索として格差惑ないし地域賂務

ようなものが加わり，そのことが諸費や、消

費内容に多大の影響を与えているのであれば，

〔例えば，白書の樹摘しているような，

よって耐久消費封購入の実態に相濯がでる， と

いうような，) マーケディング地域戦略の

組み込む必要があると考えるからである。

こうした地域搭差紫態の一分本rrである。

IV.格差の地域間比較

では， i格差」の

済得，雇用格差，資産格

差の分析であきらかにしようとしている。実態

の格差要部として，所得階層賦年令間，

・産業開，また意識では，金融資産，

離久i諸費支ま，人的資巌(教育〉等をとり

あげている。

このにやで， 白書警は，全毅的な印象として， 高

露経済成長の過患で，所得，金融資産，

附久消費財弘，教育等の格差は縮小したが，土地

(IE味資産〉にやや拡大傾向が認

められるとしている。

ぎた，由書民総域間格議についても言及し

ているが，この場合は，格差に対する

う点からの分析となっている。

?なわち，まず全体の儲向として，務差の

j向な10年前と比較すると実態茜では，縮小し

ている項目が多数あるにもかかわらず，意識富

国において絡差が拡大したとする者が

半数近くおり，実態と認識のズレが存空してい

るO そして， この場合，格差拡大感の大きし

釘は地域によって相違しており，東京揮の方が

高いさ関設に， ~叉入・所得と鰐床娯楽

があり，地方富のヌ?に充足度の高い項目として，

犯罪，事故と物{断水準が怠がっているo
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こうした地域によって格差感が相違するとい

う事実は，日本は狭いといっても全国一本で

は，不十分な分析となる場合もあるということ

であろう。特にNHK調査口3Jでも47都道府

県の「県民性意識Jが浮き彫りにされているこ

とから，それが当該地域の格差の実態と相まっ

て，地域消費者の格差意識に多大の影響を及ぼ

しているのは言うまでもない。そして， このこ

とが，地域消費者行動にさまざまな特徴をあら

わすことになる。

つまり，もし現代の消費者にとって格差意識

が大きな関心事であるとすると，そうした地域

の格差の実態を明らかにすることこそが消費者

行動分析にとって重要なポイントとなるという

ことに外ならない。

このようなことから，地域格差の実態そのも

のを明らかにする必要性が生じる。

こうして意識面からのみならず，格差の地域

間比較，すなわち，具体的には，ある地域内格

差の実態が，他の地域内格差のそれと如何に相

違しているかを検討することとなる。

N-2.地域内格差の地域間比較

(1) 実収入，貯蓄現在高の全般的動向

まず，いくつかの経済変数により，地域別の

経済動向を概観してみよう。ここでの地域とし

て10地方(北海道，東北，関東，北陸，東海，

近畿，中国，四国，九州，沖縄)を考慮する。

こうした地域別の経済変数格差を分析するため

の資料として，総務庁統計局「全国消費実態調

査報告jを用いる。その理由は，この統計が標

本数も大きく，その調査されている内容の豊富

表 1 実 収 入 地域間比較

勤労者世帯

同 年| 僻 54年 59年

実収入|対全国比 実収入 l対全国比 実収入 |対全国比
(円)1 (%)11 円)1 (%) (円)1 (%) (円)1 (%) 

(1) 北海道 77790 93.6 164874 92. 1 271182 92.4 341010 90. 7 

(2) 東北 74852 90.2 168071 93.8 277008 94.3 350583 93.3 

(の関東 88493 106.7 187884 104. 9 306660 104.4 402315 107. 0 

供)北陸 80461 97.0 185266 103.4 305442 104.0 399554 106.3 

(5) 東海 82446 99.4 180599 100.8 297965 101. 5 384430 102.3 

(6) 近畿 85192 102.7 180855 101.0 295306 100.6 373683 99.4 

け)中国 79207 95.5 183359 102.4 293937 100. 1 368680 98. 1 

(8) 四国 76522 92.2 166950 93.2 280427 95.5 346210 92. 1 

(9) 九州 74595 89 9 161604 90.2 268702 91. 5 326664 86. 9 

ω 沖縄 140472 78. 4 238935 81. 4 280385 74.6 

29附 I100.0 

尽郡為数引 5.572η 1 11 8.問ω0221 11 6.95… 11 9引問山7犯郁8路81
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表 2 地方別消費性向の年間収入階級別格差

勤労者世帯

| 昭和必年 49年 54年 |酔

消費削|階級別
(%)変動係数

消費性向|階級矧j
(%)変動係数

消費性向|階級別
(%)変動係数

消費性向|階級別
(%)変動係数

(1) 北海道 91. 8 0.59593 90.2 *0.65799 88. 1 *0.70493 86.6 0.62967 

(2) 東北 92.5 0.46268 90.9 0.62543 88.7 0.69431 86.5 0.61805 

(3) 関東 93.5 0.62883 89. 6 0.61710 88.4 0.67262 86.7 0.58557 

い)北陸 91.4 0.60638 86. 0 0.59273 82.7 0.65930 82.9一一 0.59690 

(5) 東海 91.5 *0.69632 87.4 0.62317 84. 1 0.66510 85. 1 0.63545 

加)近畿 94.3++ O. 66138 91.1++ 0.58775 86.9 0.67200 87.2 0.59051 

(吟中国 92. 1 O. 45707 89.3 0.59774 85. 5 0.65266 83.3 0.59670 

(8) 四国 90.3一一 0.50201 88.3 O. 60696 85.8 0.67132 88.3++ *0.64011 

(9) 九州 92.9 O. 48786 89. 2 0.58684 89.2++ 0.70032 87.0 0.61137 

ω 沖縄 84.0一一 0.54637 82.6-- 0.65451 84.2 0.57420 

89.5 87. 1 86.2 

東 京 194. 9 1 O. 55603 11 89. 0 1 0臼90311 89. 2 1 O. 69347 11 86. 8 1 0ω脱

出所:総務庁統計局「全国消費実態調査報告」

注 1)昭和44年の年間収入階級数は 9である。

2)階級別変動係数とは各年度，各地域の年間収入階級別の消費性向の変動係数のことであ

る。(ただし，年間収入階級数は昭和44年16，49年18，54年18となっている。)

3)表中の記号:(++)その年度中消費性向の最も大きい値， (一一)その最も小さい値，

( *)その年度中所得階層別変動係数の最も大きい値。

4)沖縄地方は昭和44年調査なし。

さからいっても，現在の我が国の消費の実態を

あらわすものとしては，最大のものを考えるか

らである。

まず，実収入地域間比較〔表1]では，中央と

地方には，それなりの差異はあるが，その差の動

向は，あまり変化はないようである。次に地方

別消費性向格差〔表2Jについては，まず，消費

性向の高い方も低い方も西日本にある。また地

域内の年間収入階級別の消費性向格差は，北海

道，東北も高くでていることが目立っている。

また，貯蓄現在高地域間比較〔表3Jでは，

現在高自体は，各地域とも順調に拡大しており，

実収入の動向と類似の関係にある。

(2) 地域間所得階層別格差

i)所得の不平等度

所得の不平等度を測定する尺度として通常ジ

ニ係数 [4Jや変動係数が用いられる 1)。

まず， r国民生活白書」では，全国，世帯別の

分析を行っている。これによると，所得階層間

格差については「家計調査J(総務庁)の「年間

収入 5分位階級」より算出したジニ係数を用い，

以下の結果を導いている。

@.全世帯では，ジニ係数は，高度成長期に

おいて急速に低下した後，不況期に上昇し，

1)不平等度をあらわす尺度としてのジニ係数を用い

ての比較には理論的に若干の問題が指摘されてい

る。

例えば， i格差」の意味と表現の仕方，分布間

の歪度同ーの保証問題口4Jなどである。
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雪祭器 〔表 3J貯蓄現夜潟地域間比較

全世平静

911 66.4 1943 77.0 3802 76.7 4786 I 71. 2 

1500 109.3 276詰 109.7 5307 107. 1 7362! 109.6 

(4) 吃襲撃 1303 95.0 2452 97.1 4783 96.5 6918 102. 9 

紛東海 1454 106.0 2818 111.6 5404 109.1 7670 114. 1 

(6) 近畿 1726 125.8 2981 118. 1 112.7 7611 113.3 

(7) 中国 1227 89.4 2429 96趨 2 5054 102.0 6857 

99.9 

4874 I 72.5 

き母 ?ネ 綴

紛傘

出所:総務庁統計局 í~を悶消費揮さ露義務査事霊祭j

t:i:l)y事選童話語方は昭和44年調査なし。

函 1 所得格差〈ジι係数〉の動向)(全間金投手普〉

0.31“ 
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好況期に低下している cc図1J中の実線)。

⑥.勤労者の可処分所得の格差も全世帯と同

様の傾向を示している。

一方，共働きの世帯の増加に伴い，所得に占

める妻の収入のウエイトが高まったことによ

り，他の世帯員収入のウエイト低下を補ってジ

ニ係数を上昇させる方向に働いた。

これより，本稿の分析に移ろう。所得の不平

等度に関して10地方別所得格差をジニ係数で計

算してみると，

①全世帯では，地域聞のバラツキむが大きい

〔表4J C図 2J。すなわち， 59年で西高東低型

が明確にでている。地域間では，相対的に西

日本に所得の不平等が高く，東日本に平準化

している。このジニ係数のバラツキの程度を

変動係数でみると54年度までは，下がってき

ているが， 59年には上昇に転じている。全世

帯の地域内所得不平等度は地域間で拡大して

いることを示すものと受けとられる。なお，

全国消費実態調査からの全国全世帯のジニ係

数の動向は〔図1Jの点線で示されている。

②勤労者世帯についても〔表5J C図3Jジニ

係数は，各地域毎に全世帯と同様に推移して

いる。また全世帯ほどではないにしろ西高東

低型には変りない。変動係数も，この10年間

で上昇傾向にあることから，所得不平等度の

地域間格差は拡大している。特に北海道は，

10地方のうち，最も低く推移しており，所得

の平準化した地域となっている。この点で

2)地域間格差を測定する尺度としては，最大値と最
小値の差である「範囲J(レンジ)，最大値と最小
値に対する「倍率J，数値の散らばりのみ注目す
る「分散」と「標準偏差J，標準偏差と算術平均
値との比である「変動係数」などがあるが，ここ
では地域間格差の度合を「変動係数」で測定してい

る。
すなわち，算術平均値 X，標準偏差を pとする

と，変動係数 vcは

vc=- L  
z 

であらわされる。

表 4 地方別所得格差(ジニ係数)

|昭和44年| 桝 | 昨 ¥ 59年

(1) 北海道 0.2632 0.2718 0.2693 0.2642 

(2) 東北 0.3019 0.3063 o. 2637 0.2717 

(3) 関東 o. 2787 0.2875 0.2682 0.2689 

(4) 北 陸 0.2646 0.2831 0.2663 0.2602 

(の東海 0.2660 0.3053 0.6273 0.2683 

(6) 近畿 o. 2881 0.2924 0.2688 0.2736 

(7) 中国 0.2575 0.2843 0.2625 0.2760 

(8) 四国 0.2851 0.2834 0.2746 0.2950 

。)九州 0.3105 0.3092 0.2721 0.2975 

M) 沖縄 0.2935 0.2991 0.3364 

ω 全国 10.2874 10鈎61 10.2709 1 ~2791 

変動係数 1O. 06225 1 O.ωω10制 410.07731

出所:総務庁統計局「全国消費実態調査報告」
注1)集計世帯数は抽出率調整ずみを用いている。

2)各年度，各地域の年間収入階級別年間収入より
計算ただし， 昭和44年は，現金収入階級別
年間収入を用いている。また，収入階級数は昭
和44年16，49年18，54年19，59年18となってい

る。)
3)沖縄地方は昭和44年調査なし。

は，所得の低レベルの平準化で、はないかとの

疑問も提起されるが， C表1Jにも見たごと

く，実収入において沖縄や九州は北海道より

低いにもかかわらず，最も不平等度が高い方

であることを考えると，所得の低レベルと所

得の平等化との関係は，かならずしも明らか

ではない。

ii) 消費支出の格差

勤労者世帯の消費支出に対するジニ係数をみ

ると〔表6J C図4J，所得の動向と平行して地

域間でかなり，不平等化が進展している。北海
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在高でみたときの地域間格差を検討してみる。

まず，全世帯では， (表7Jにみるように地域

内では次第に格差は縮小してきているようであ

しかし地域聞では，変動係数にみるように，

かなり差異がでている。特に昭和59年変動係数

の大きさが目立っている。

以上全体としてみるかぎり以下のような点が

浮かび上がる。

①.昭和54~59年は，経済全体としては主と

して，不況局面にあったといえるが，その意味

では，所得，消費の両面でジニ係数が全国的に

東京都 IO. 1770 I O. 2538 I O. 1342 I O. 1399 

大阪府 IO. 1597 I 0.1732 I 0.1376 I O. 1407 

福岡県 I0.17'84 I O. 2271 I O. 1552 I O. 1469 

出所:総務庁統計局「全国消費実態調査報告」
注1)集計世帯数は抽出率調整ずみを用いている。

2)各年度，各地域の年間収入階級別消費支出より

計算ただし， 昭和44年は，現金実収入階級
別消費支出である。また， 収入階級は昭和44

年16，49年18，54年19，5θ年18となっている。)
3)沖縄地方は昭和44年調査なし。

地方別消費支出格差(ジニ係数)

|昭和4梓[併 i 昨 | 

ω全国 10.1737 I 0.1361 I 0附
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表 6

る。

道のみが，ここ15年間消費支出の平等化傾向を

一層強めてきている。それに応じて，地域間ジ

ニ係数の変動係数も一貫して上昇してきてい

る。これを前出の消費性向〔表2Jと対応させ

みると，消費支出格差のある地域において消費

て性向が高いわけではなL、。例えば，北海道は，

消費支出格差は小さいが，消費性向は高い方で

あり，また，その消費性向は所得階級別にバラ

ツキがあるといった具合で、ある。

iii)貯蓄現在高格差

次に資産格差拡大との関連で，資産を貯蓄現

O. 1774 O. 2166 O. 1985 O. 2134 

O. 1930 O. 2423 0.2278 O. 2389 

0.1800 0.2449 0.2245 O. 2276 

O. 1704 0.2423 0.2334 0.2281 

O. 1727 0.2379 O. 2183 0.2203 

0.1843 0.2469 0.2288 O. 2277 

0.1714 O. 2294 0.2253 O. 2280 

O. 1923 O. 2342 O. 2367 O. 2503 

O. 2058 0.2397 O. 2338 0.2441 

縄 0.2603 O. 2800 0.2924 

国 IO. 1872 I O. 2437 I O. 2274 I O. 2332 

変動係数 I0， 06183 I O. 04拙 10.0蜘 I0.0891 

地方別所得格差(ジニ係数)

勤労者世帯

59年54年49年|昭和4伴|

表 5

(1) 北海

。)東

(3) 関

仏)北

(5) 東

(6) 近

σ) 中

(8) 四

(9) 九

(10) l'中
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図 4 地方別消費支出格差 <勤労者世帯>
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表 7 地方別貯蓄現在高格差(ジニ係数)

全世帯

i昭和4判併 I 54年 I 59年

(1) 北海道 0.2609 0.3248 0.2927 0.2335 

(2) 東北 0.3560 0.3295 0.2744 O. 2275 

(3) 関東 0.3656 O. 3407 0.2884 0.2747 

い)北陸 O. 2972 0.2544 0.2685 0.2424 

。) 東海 0.3460 0.3363 0.2930 0.2799 

(6) 近畿 0.3795 0.3533 0.2924 0.2789 

(吟中国 0.3656 0.2994 0.2909 0.2477 

。)四国 0.3467 0.3359 0.2847 0.2525 

。)九 州 0.3585 O. 2908 0.2438 O. 2660 

ω沖縄 O. 2808 0.3231 0.3970 

竺竺~仏 3718 I O. 3423 I O.竺U竺竺

変 動 係数 IO. 10513 I O. 0田97I O. 06798 I O. 16985 

東京都 10.3幻78槌8 10.3岱35臼3 Iα3叩O悶 1αM叩2幻7

出所:総務庁庁!統計局「全国消費実態調査報告」

注1)集計世帯数は抽出率調整ずみを用いている。

2)各年度，各地域の所得階級別年間収入上り計

算， (ただし， 所得階級は昭和44年16. 49年

18. 54年19.59年18となっている。)

3)貯蓄現在高=通貨性預金十定期性預金+生命保

険+有価証券。

4)沖縄地方は昭和44年調査なし。

上昇しているのはうなずける。

②.所得，消費ともジニ係数に地域差がみら

れる。特に消費支出の不平等度は. 54~59の不

況期に，東京都における格差を大きくさせたよ

うである。北海道では，それほど，格差は拡大

しなかったところをみると，地域聞に格差の相

違がでていることは明らかである。

@.四国，九州，沖縄は実収入が全国を下回わ

る状況で推移しているにもかかわらず，所得格

差，消費支出格差が高くでている。

④.北海道は，実収入は全国を下回っているが，

所得格差，消費支出格差もきわめて低い。

v.今後の検討課題

以上のような分析から，消費者対応の企業戦

略としてきめ細かし、マーケティング，特に商品

別のエリア・マーケティングの重要性が強調さ

れる。

前節において浮かび上った諸点との関連で商

品別の問題として耐久消費財をとりあげてみよ

う。

例えば.163年度国民生活白書」や「昭和59年

全国消費実態調査報告J (第10巻解説編) にお

いては年間収入五分位階級別の耐久消費財の保

有に関する分析を行っている。

「国民生活白書」では，耐久財保有の年間収

，入階層間格差を経済企画庁「消費動向調査年報」

を用いて年間収入250万円以下の平均普及率に

対する 651万以上の平均普及率の倍率でとって

いる。これによると，もともと格差のある家具

什器やカメラ等の格差推移に変化ないが，音響

映像機器(カラーテレビ. VTR.ステレオ，

ラジオカセット，撮影機・映写機セット， CD 

プレイヤー)や乗物類(乗用車， 自転車，オー

トパイ，スクーター)に次第に格差が拡大して

いる結果を出している。

また， 1消費実態報告(解説編)Jでは，年間

収入五分位階級別の全世帯における所得の最も

高い「第V階級J(727万円)の主要耐久財所有

数量が所得の最も低¥"1第 I階級J(320万円)の

所有数量の何倍になっているかということか

ら，所得階層間格差をみている。

ここでは， 11以上2未満」は「電気洗濯機J，

「電気冷蔵庫」など24品目あり，概して普及率

の高い家具類，一般家事用品，教養娯楽用品は

格差が小さいとなっているが，比較的新しい商

品，普及率がまだ低いもの，高額なものあるい

はより安価な代替品のあるもの(ゴルフ・その

他のスポーツ・レジャーグラブでの会員権， ゴ

ルフセヅト， ピアノ，セントラルヒーティング，

号ーソナルコンピュータ 8mm・16皿撮影機な
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ど)は，所得階麗閤格幾が大きくなっている，

としている。

こうして，所得階層筒務経が，酎久消費財購

入，保有に影警撃を及ぼしている実態より，前節

る地域間格差の溌態が対応可能になるで

あろう。

すなわち，地壊によってジニ保設が相違する

ことにより，耐久諮費財等の消費内容に地域差

がみられるのではないかという問題である。

こうした点，企業側にとっては，きめ細かい

市場対応戦略をとら松ばならない状混に鑑み

て， こうした意味での地域格差を意識した戦略

の必要性がクローズ・アップしてくるのである。

ただこうした点に対する確認は試下のような

諮点のさらなる分析が蔀提となろう O

)
 

唱

i(
 

の最近のデ…タが昭和59

とやや古L、。まもなく報告される64年のデー

タを付加し，これまでの結果と漣結してみなけ

ればならない。

(2) 実際に，地域間で，非耐久財や耐久財の

どのような相違が f消費実態調筆jで観

されるかc

(3) 測史立にかかわることとして f絡差Jとは

持か，そしてそれなどのような指標で溺り，地

域間比較を行っていくか。

(4) ¥， 、かなる建築のどのような製品における

とは何か， まずこニ己主アとはな
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